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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　　11社

連結子会社の名称　　　　　株式会社コクサイ物流、ISEWAN(THAILAND)CO.,LTD.、

伊勢湾北方環保科技（天津）有限公司、ISEWAN U.S.A. INC.、 

ISEWAN EUROPE GmbH、伊勢湾（広州）国際貨運代理有限公司、

ISEWAN (H.K.)LIMITED、PT.ISEWAN INDONESIA、

伊勢湾（上海）国際貨運代理有限公司、

ISEWAN DE MEXICO S.A. DE C.V.、台灣伊勢湾股份有限公司

　上記のうち、台灣伊勢湾股份有限公司については、当連結会計年度において重要性が増したた

め、連結の範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称　主要な非連結子会社はありません。

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から

除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数及び名称

持分法を適用した関連会社の数　　　　　　１社

関連会社の名称　　　　　　五洋海運株式会社

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

　　主要な会社等の名称

（非連結子会社）　　　　　主要な非連結子会社はありません。

（関連会社）　　　　　　　天津北方伊勢湾国際運輸有限公司

持分法を適用していない理由

　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が

連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用か

ら除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、株式会社コクサイ物流の事業年度の末日は連結会計年度と一致しております。

　ただし、ISEWAN(THAILAND)CO.,LTD.、伊勢湾北方環保科技（天津）有限公司、ISEWAN U.S.A. INC.、

ISEWAN EUROPE GmbH、伊勢湾（広州）国際貨運代理有限公司、ISEWAN (H.K.)LIMITED、PT.ISEWAN 

INDONESIA、伊勢湾（上海）国際貨運代理有限公司、ISEWAN DE MEXICO S.A. DE C.V.、台灣伊勢湾股份

有限公司の事業年度の末日は12月31日であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

 その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

  移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については

定額法）を採用しております。

  また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　建物及び構築物 ８～50年

　　　　　機械装置及び運搬具 ４～17年

　　　　　② 無形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び連結子会社は、定額法を採用しております。

③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

② 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、その見込額を計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

　なお、在外連結子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及

び非支配株主持分に含めて計上しております。

(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額

に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付

債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

　過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産

の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

② 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更に関する注記）

　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

を当連結会計年度から適用しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 19,619,618千円

２．保証債務

　当社は、連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、債務保証をしております。

保証債務 8,553,892千円

(保証債務のうち、連帯保証 8,467,292千円)

(連帯保証のうち、当社負担相当額 466,191千円)

（連結損益計算書に関する注記）

減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

タイ 倉庫施設 建物及び構築物

　当社グループは、原則として、事業用資産については主に管理会計上の部門を独立したキャッシュ・

フローを生み出す最小の単位と捉え、資産のグルーピングを行っております。

　当連結会計年度において、当該資産グループについては、営業活動による収益性の低下が認められ、

回復が見込まれないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失（15,941千円）として特別損

失に計上しました。なお、回収可能価額は、不動産鑑定評価に基づく正味売却価額により測定しており

ます。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数

発行済株式の種類 当連結会計年度期首株式数（株） 当連結会計年度増加株式数（株） 当連結会計年度減少株式数（株） 当連結会計年度末株式数（株）

普 通 株 式 27,487,054 － － 27,487,054

合 計 27,487,054 － － 27,487,054

２．自己株式の種類及び数

自己株式の種類 当連結会計年度期首株式数（株） 当連結会計年度増加株式数（株） 当連結会計年度減少株式数（株） 当連結会計年度末株式数（株）

普 通 株 式 2,727,318 31 46,740 2,680,609

合 計 2,727,318 31 46,740 2,680,609

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加31株は、単元未満株式の買取りによる増加31株であります。株式

数の減少46,740株は、連結子会社が保有する当社株式の売却による減少46,740株であります。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

① 平成28年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

(ｲ) 配当金の総額 285,175千円

(ﾛ) １株当たり配当額 11円00銭

(ﾊ) 基準日 平成28年３月31日

(ﾆ) 効力発生日 平成28年６月30日

② 平成28年11月10日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

(ｲ) 配当金の総額 285,175千円

(ﾛ) １株当たり配当額 11円00銭

(ﾊ) 基準日 平成28年９月30日

(ﾆ) 効力発生日 平成28年12月５日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

   平成29年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

・普通株式の配当に関する事項

(ｲ) 配当金の総額 285,175千円

(ﾛ) 配当の原資 利益剰余金

(ﾊ) １株当たり配当額 11円00銭

(ﾆ) 基準日 平成29年３月31日

(ﾎ) 効力発生日 平成29年６月30日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等によっております。また、顧客のニーズに応え

るための国内、国外への設備投資に照らして必要な資金を銀行等金融機関からの借入により調達してお

ります。

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、社内規程に従い、主な取引先の信用調査、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。

また、投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を

有する企業の株式であり、定期的に時価の把握を行っております。

　営業債務である買掛金は、短期間で決済されるものであります。

　短期借入金は主に運転資金、長期借入金（原則として５年以内）は主に設備投資に係る資金調達であ

ります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。なお、デリバティブ取引は、行

っておりません。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて

おりません。（（注）２．参照）

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

（１）現金及び預金 7,125,841 7,125,841 －

（２）受取手形及び売掛金 7,206,262 7,206,262 －

（３）投資有価証券
　　　その他有価証券

2,358,282 2,358,282 －

（４）買掛金 (3,281,295) (3,281,295) －

（５）短期借入金 (61,396) (61,396) －

（６）1年内返済予定の長期借入金 (687,084) (687,084) －

（７）長期借入金 (2,134,578) (2,143,299) 8,720

　（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

（３）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（４）買掛金、（５）短期借入金、並びに（６）1年内返済予定の長期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

（７）長期借入金

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状

態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、

当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借

入金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定してお

ります。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額1,103,139千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「（３）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、愛知県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル、倉庫、駐車場を

有しております。

　なお、当該時価の表示額には、遊休不動産も含まれております。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

792,215 1,107,177

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

あります。

２．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,208円08銭

２．１株当たり当期純利益 45円67銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

    時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しております。

    時価のないもの

     移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物 ８～50年

　機械及び装置 ７～17年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えて、その見込額を計上しております。
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(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており

ます。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計方針の変更に関する注記）

　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、これによる計算書類に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

を当事業年度から適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 16,957,260千円

２．保証債務

　他の会社の金融機関等からの借入金に対して、債務保証をしております。

保証債務 8,553,892千円

(保証債務のうち、連帯保証 8,467,292千円)

(連帯保証のうち、当社負担相当額 466,191千円)

３．関係会社に対する金銭債権・債務

 短期金銭債権 980,863千円

 短期金銭債務 636,008千円

４．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務の総額

103,167千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

 営業取引 営業収益 3,409,175千円

営業費用 6,801,959千円

 営業取引以外の取引 327,238千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び数

自己株式の種類 当事業年度期首株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末株式数（株）

普 通 株 式 1,562,013 31 － 1,562,044

合 計 1,562,013 31 － 1,562,044

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加31株は、単元未満株式の買取りによる増加31株であります。
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 214,900千円

退職給付引当金 866,264

未払役員退職慰労金 31,519

未払事業税 22,059

未払事業所税 5,700

貸倒引当金 26,032

投資有価証券評価損 57,533

関係会社出資金評価損 84,906

会員権評価損 18,265

資産除去債務 65,940

減損損失 23,524

その他 99,558

繰延税金資産小計 1,516,204

評価性引当額 △219,626

繰延税金資産合計 1,296,578

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △320,573

固定資産圧縮積立金 △304,390

特別償却準備金 △12,836

その他 △11,795

繰延税金負債合計 △649,596

繰延税金資産の純額 646,982

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 315,506千円

固定資産－繰延税金資産 331,475
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（関連当事者との取引に関する注記）

（1）親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

法 人 主 要 株 主 五 洋 海 運 ㈱

（所有）
14.9％

〔24.6％〕
（被所有）

23.6％

事務所等の賃貸

役員の兼任
賃貸料 53,911 － －

（2）子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社
㈱コクサイ

物流

（所有）
38.0％

〔47.0％〕

運送及び船積事務の
委託

事務所等の賃貸

役員の兼任

運送及び船積
事務の委託

3,121,467 買掛金 308,453

賃貸料 24,876 － －

子 会 社
ISEWAN
(THAILAND)
CO.,LTD.

（所有）
49.0％

〔51.0％〕
資金の貸付

利息の受取 18,509 未収入金 2,869

資金の貸付 50,000
短期貸付
金

200,000

－ －
長期貸付
金

1,700,000

子 会 社
PT.ISEWAN
INDONESIA

（所有）
100.0％

資金の貸付

利息の受取 6,000 未収入金 1,126

－ －
長期貸付
金

600,000

関 連 会 社 五 洋 海 運 ㈱

（所有）
14.9％

〔24.6％〕
（被所有）

23.6％

事務所等の賃貸

役員の兼任
賃貸料 （注）２ （注）２ （注）２

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。

２．取引金額・科目・期末残高については（１）親会社及び法人主要株主等に記載しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　・事務所等の賃貸料金については、総原価を検討して賃借各社との協議により決定しております。

　・運送及び船積事務の委託については、一般的取引条件と同様に決定しております。

　・資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

４．議決権等の所有割合の〔　〕内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数であります。
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（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,120円26銭

２．１株当たり当期純利益 41円07銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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